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第 3 章 環境センター・アプローチと社会的環境管理能力の形成 

 

 

本章は、前章（第 2 章）で社会的環境管理能力の定義を行い、社会的環境管理システムの

発展ステージを対象 4 ヶ国について分析したことをふまえ、プロジェクト投入の時期的妥当

性を評価し、環境センターが当該国の社会的環境管理能力の形成にどのような直接的・間接

的な貢献をなしてきたのかという点について、評価を行う。その際、環境センターが社会的

環境管理システムの主要なアクターである政府、企業、市民の各能力形成へどのように貢献

し、3 つのアクター間の協力を促進する触媒としての機能したのか、また、地方の能力形成

支援にいかなる役割を果たしたのかといった評価に重点を置く。 

本章の構成は以下の通りである。まず 3.1 において、環境センター・アプローチを社会的

環境管理能力形成の観点からプログラム・レベルで評価する上での仮説を提示し、分析の方

法論を述べる。3.2では、環境センター・アプローチが当該国社会的環境管理能力の形成によ

り大きな成果をもたらす投入の開始時期（entry point）、およびセンターの自律に向けた最適

な終了時期（exit point）の考え方を述べ、4 ヶ国の環境センター・プロジェクトの評価を行

う。3.3では、社会的環境管理能力の形成に対する環境センター・アプローチのインパクトと

して、まず第 1 に行政部門の能力形成に対する貢献を検証する。次に 3.4 では、社会的環境

管理能力における 2 つの民間アクター、企業および市民について、環境センター・アプロー

チのインパクトを議論する。さらに 3.5 においては、地方における社会的環境管理能力の形

成と環境センターの関係について検討を加える。これらを受け、3.6では、環境センターのよ

り広い効果として、日本と途上国間の相互理解・相互交流の促進について評価を行う。 

 

3.1 環境センター・アプローチの評価方法 

 

3.1.1 プログラム評価の仮説 

 

環境センターの機能および成果について、社会的環境管理能力形成の観点からプログラム

評価を行うにあたり、以下の仮説を設定する。 

第 1 に、環境センターは・アプローチはプロジェクトとして、対象国が社会的環境管理シ

ステムの形成期から本格的稼動期にさしかかる時期、つまりシステム形成期の最終局面に実

施することにより、最も効果的かつ効率的に能力形成に対し貢献することが可能である。図

3.1は中国における社会的環境管理能力の形成と日中友好環境保全センター・プロジェクトの

展開を示している。すでに前章で述べたように、プロジェクトがシステム形成期の最終局面

において合意・開始され、本格的稼動期の十分に展開した時期に投入を終了するといったプ

ロジェクトの期間設定が重要である。なぜなら、環境モニタリング、環境研究、研修の役割
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を政府部門において担う環境センターが実際に有効に機能するためには、社会的環境管理シ

ステムが、システムとして機能する最低限必要なレベル（critical minimum）を満たしていな

ければならないからである。この点もすでに前章で述べたように、本報告では環境法制度、

環境行政組織、環境情報公開という 3 つのベンチマーク指標が満たされることが、システム

の本格的稼動の最低限必要なレベル（critical minimum）であると考える。 

 

第 2 に、社会的環境管理能

力形成への環境センターの貢

献の度合いは、金銭的・人的

投入もさることながら、プロ

ジェクト形成において環境セ

ンターに与えられる（潜在的）

機能スコープが強く関係して

いる。図 3.2に、6つの環境セ

ンターに与えられた機能スコ

ープと日本側および対象国自

身からの投入の 2軸によって、 機能のスコープ

投入

中国

ﾒｷｼｺ

チリｴｼﾞﾌﾟﾄ

タイ

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ

無償あり

技協のみ

中小 大

図 3.2 環境センターの機能スコープと投入 

（出所）筆者作成 

政府 

企業 市民 

環保センター 
国家レベル

地方レベル

1人当りGDP 
もしくは年 

       第6次五カ年計画 (1981) 

環境保護法（試行） (1979) 

環境保護法 (1989) 
第9次五カ年計画 (1996)

第10次五カ年計画 (2001) 

          ↑プロジェクト合意(1988)
               ↑フェーズⅠ (1992-1996) 
                      ↑フェーズ Ⅱ (1996-2001) 
                                 ↑フェーズⅢ (2002-2006) 

日中友好環境保全センター 

自律期へ 本格的稼動期 システム形成期 
社会的環境 
管理能力指標 

図 3.1 社会的環境管理能力の形成過程（中国） 

（出所）松岡（2002）他 
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環境センターをプロットした。機能のスコープをみると、中国のセンターは、既存の環境行

政組織である国家環境保護総局（SEPA、プロジェクト開始当時は国家環境保護局; NEPA）と

主要な部分において表裏一体の関係にあり、政策研究も含め環境政策の立案のための幅広い

部門をもっている。一方、例えばエジプトは、既存の環境庁（EEAA）の環境ラボ整備計画

にのっとったプロジェクトの位置付けであったため、汚染物質のモニタリングと解析にその

機能は限定されている。もちろんセンターのパフォーマンスは投入規模（援助資源および当

該国資源）と関係するが、それ以上に重要なのは、環境政策あるいはより広い概念である社

会的環境管理システムにおける環境センターの位置と役割である。 

 

3.1.2 方法論 

  

(1) 社会的環境管理システムにもとづく評価 

 

図 3.3 に評価の 2 つの視点を示した。第 1 は、途上国の社会的環境管理能力形成に対する

環境センターの貢献の程度である。途上国の社会的環境管理能力の形成段階は第 2 章ですで

に分析した。ここでは、日本からの援助が環境センターに投入された結果、途上国の社会的

能力形成にどの程度効果があったかを評価する。また、環境センター・アプローチという援

助手法を実施することにより、日本が途上国からどのようなインパクトを得たか、という点

も含め、環境センターの双方向のインパクトを議論する。これには、ODAの有効活用、両国

の民間ベースでの協力への波及、日本の知名度の向上など幅広い項目が含まれる。 

第 2 には、日本の援助供給システムが環境センター・アプローチの実施に適合したもので

あったどうか、という点

である。環境センターは、

無償資金協力による建

物建設や機器整備（メキ

シコは含まない）と、機

材供与、専門家派遣、研

修員受け入れがセット

となったプロ技（現：技

術協力プロジェクト）と

で実施されている。こう

いった投入の中でも専

門家の派遣や研修員の

受け入れ先は人材育成

の観点から重要である

図 3.3 評価の視点 

（出所）筆者作成 
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が、必ずしも当該国カウンターパートのニーズを把握し、それを満たすことができなかった

り、適切な専門家を適切な時期に派遣できなかったりする状況がある。 

 

(2) DAC5 項目にもとづく評価 

 

本評価は、上述した社会的環境管理能力の形成過程の視点とともに、プロジェクト評価で

一般的に用いられている OECDの DAC5項目による評価視点からも環境センター・アプロー

チを評価する。表 3.1に DAC5項目の定義を示した。DAC5項目による ODA事業評価は、松

岡・本田（2001）が詳しく議論している。 

ただし、今回の評価は、プロジェクトをプログラム・レベルで評価するため、5 項目のう

ち特にインパクトに最重点を置いて評価を行っている。 

 

表 3.1 DAC5 項目 

評価項目 定義 

妥当性 

（Relevance） 

被援助国・受益者・ドナーのニーズおよび政策に対する妥当性、および

活動の目標に対する一貫性の評価 

目標達成度 

（Effectiveness） 

当初の目標に対する達成度、また達成可能性の評価。さらにその達成に

おいて影響を与えた諸要因の評価 

効率性 

（Efficiency） 
目標を達成するために採られた手段、方法、期間、費用の適切度の評価 

インパクト 

（Impact） 
事業によるあらゆる効果（負の効果を含め）の評価 

持続性 

（Sustainability） 
援助終了後の案件継続性の評価 

（出所）OECD･DAC上級会合（1991年 12月） 

 

 

(3) 環境センター・アプローチ評価の方法 

 

社会的環境管理能力形成へのインパクトを縦軸に設定し、DAC5 項目を横軸に設定した評

価の方法をマトリックスとして図 3.4に示した。評価の視点として、「対象国の社会的環境管

理能力形成への環境センター・アプローチのインパクト」、「日本の環境 ODAと非 ODA協力

の発展」、それらをまとめた「環境センター・アプローチの総合評価」の 3 つの柱を設けた。

第 1の視点は具体的には、政府、企業、市民、国家・地方、アクター間の評価軸で構成され 
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図 3.4 評価マトリックス 

（出所）筆者作成 

目標達成度
（有効性） インパクト 持続性 効率性 妥当性

・SCEM形成・向上への貢献 ・SCEM形成における環境セン
ターの役割と貢献

・SCEM向上度/プロジェクト投
入比
・他の援助形態との効率性比較
・民間活用

・「環境センター」
・計画、意思決定
・プロジェクトのタイミング
（SCEMの発展段階）
・クリティカル・ミニマム

政府 ・環境行政能
力の向上

・他行政への影響
・行政能力全般の向上 ・新たな問題への対応能力 ・環境行政能力形成・向上の効

率性 ・受入能力

企業 ・企業の環境管理の促進 ・環境管理へのインセンティヴ ・企業の環境管理の促進の効率
性 ・産業界（の成熟度）

市民 ・環境意識の向上
・環境管理の実践 ・環境管理へのインセンティヴ ・市民の環境管理の促進の効率

性 ・市民の環境意識

中央・地方
・中央・地方環境管理の関係の
強化 ・地方分権化の推進

・環境行政に対する資金の流れ ・地方分権化の速度 ・地方環境局の整備
・地方分権化

各アクター
間

・連携の強化 ・連携の強化
・摩擦の軽減

日本への
作用

・日本の認知度向上
・産業交流の増加
・研究交流の増加

・産業界、学術界参加のインセ
ンティヴ

・環境センターと産業界、学術
界の連携
・非ODAの活用

国内援助
供給
システム

・国内援助供給システムの整備
（人選、国内支援委員会）

・アプローチの多様性
・他の途上国への応用性
・日本の援助供給体制
・民間活用制度

・関連省庁、実施機関の連携
・援助会合

・想定する専門家リソース、技
術

＊SCEM：社会的環境管理能力（Social Capacity for Environmental Management）
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る。第 2 の視点は、行政のみならずシステム構成要素全体としての日本への作用を考察する

とともに、日本側の課題として国内援助供給システムの評価を行う。環境センター・プロジ

ェクトのプログラムとしての総合評価、すなわち環境センター・アプローチの評価は主に 3.6

で行う。 

DAC5 項目の使用については、上述したとおり、プロジェクトを仮想のプログラムとして

評価する上でいくつかの工夫をした。通常プロジェクト評価では目標達成度は、与えられた

資源と時間の中でプロジェクトの目標をどこまで達成できたかを評価する。しかし、今回の

プログラム評価では、通常プロジェクト評価で用いる目標達成度の概念をそのまま用いるこ

とはそぐわない。なぜならば、本評価において環境センターというプロジェクトをプログラ

ム・レベルで評価する際、「目標」を「環境行政能力の向上」と記しているが、これはプロジ

ェクト実施時点には明確には想定されていなかったものであるし、評価の目的、評価者の意

図によってその目標の想定は 1 つとはいえないからである。したがって、ここでは明確な目

標に対する達成度（目標達成度）というよりも、考え得るターゲットに対し有効な成果をあ

げることができたかどうか（有効性）を評価する、といった方が適切であろう1。 

今回のようなプログラム評価で重要なのは、インパクトおよび持続性の評価である。プロ

ジェクト評価についても同様であるが、特にプログラム評価の場合は、この 2 つの項目は近

い概念となる（松岡・本田 2001）。ここでは、政府部門を中心としながらも、企業、市民部

門に対する環境センターの活動成果の波及、連携強化のインパクトを分析し、そのインパク

ト発生のメカニズムを途上国が自律的かつ安定的に持続できるかどうかについて、一連の流

れとして評価を行う。 

効率性も、インパクトおよび持続性と連動し評価する。特にシステムの総体的な能力を向

上させていく上で、どの部門にどのようなインプットを行うことが制度変化の原動力を加速

させる最も効率的なアプローチかという点が非常に重要となる。したがって、行政機関の 1

つとして位置付けられている環境センターが民間部門へ適切に働きかけることが期待される。

すなわち、効率性はアクター間の関係強化、能力向上促進を評価する。 

妥当性は、そもそも環境センター・プロジェクトは途上国の社会的環境管理能力形成に適

合的なアプローチであったのかどうか、環境センターを投入する際の当該国における社会的

環境管理システムのレベルは適切であったのかどうか（ニーズと能力の一致）、計画・実行に

一貫性があったかどうかなどを評価する。 

以上のような評価アプローチにもとづき、次節以降において具体的な評価を行っていく。

以下では、評価マトリックスの縦軸にある社会的環境管理能力の形成へのインパクトを主項

目として評価分析を行い、適宜 DAC5項目にふれる。 
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3.2 環境センター・プロジェクトの entry/exit points の妥当性の評価 

 

社会的環境管理システムの発展ステージとして、システム形成期、本格的稼動期、自律期

の 3つのステージを第 2 章で示した。本節では、社会的環境管理システムの展開において、

環境センターがプロジェクトとしてどの時期から開始され、どの時期にセンター・プロジェ

クトとしての協力から他の形態の協力関係をもっていくべきなのか、つまり、プロジェクト

の適切な開始時期（entry point）および終了時期（exit point）を検討し、評価対象 4ヶ国にお

ける環境センター・プロジェクトを評価する。 

 

3.2.1 社会的環境管理システムの発展ステージと環境センター・プロジェクトの entry 

point と exit point 

 

社会的環境環システムの展開における環境センター・プロジェクトの適切な entry pointお

よび exit pointを図 3.5 に示した。社会的環境管理システムの形成において特に重要な要素で

あり、評価のベンチマークともなるのは、すでに第 2 章で述べたように、環境法、環境行政

組織、環境情報の 3 つである。3 つの要素のうち 1 つが整備された時点をシステム形成期の

始まりとし、2 つ目が整備された段階から最後の要素が取り入れられるまでの時期をシステ

ム形成期の最終局面である。一般的には、まず環境法が制定され、環境行政組織が設置され

る。これら環境政策が行政の中である程度位置付けられた後、環境モニタリングの実施、デ

ータの収集・分析・公開、政策研究などが行われる。したがって、システム形成期において

図 3.5 環境センター・プロジェクトの entry point と exit point 

（出所）筆者作成 

環境センター・プロジェクトのexit point

本格的稼動期へ

最終局面

入り口 環境情報 汚染改善

環境行政組織

環境法

システム形成期 本格的稼動期 自律期

環境センター・プロジェクトのentry point

総合的な環境管理
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は、環境行政組織が設置され環境情報の整備が行われる形成期の最終局面が非常に重要な時

期となる。環境センター・プロジェクトはモニタリング技術の向上をプロジェクト目的の 1

つとしており、社会的環境管理システムのこの時期の展開と照らし合わせると、プロジェク

トの成果を最大化するためには、システム形成期の最終局面において当該国環境モニタリン

グの向上を支援する形で投入することが必要である。すなわち、環境センター・プロジェク

トの最適な entry pointはシステム形成期の最終局面である。また、環境情報の整備には全国

モニタリング・ネットワークの構築および環境白書など環境データや政策分析を含んだレポ

ートの発行が不可欠である。こうした点を考慮すると、科学技術的な施設・知識に対する協

力のみでなく、環境管理や政策研究などのソフト面での支援も重要である。 

環境情報の整備により、社会的環境管理システムは形成期から本格的稼動期へと移行する。

本格的稼動期の 1つの重要なベンチマークは、汚染改善である。SOxなどの伝統的な工業型

汚染は、市民の圧力、政府による規制実施、そして企業の汚染削減努力により、比較的容易

に汚染レベルが下がる。汚染の転換点を考察することにより、政府・企業・市民によるシス

テムが稼動したかどうかが分かるのである。この時期をもって、本格的稼動期が十分に展開

したということができる。環境センター・プロジェクトは、政府が適切な対策を策定し実施

するために、モニタリング・研究・研修の面で貢献する。政府主導の対策によって汚染が改

善され、環境センターはその当面の大きな役割を終えるとともに、その間得た機材、人材、

ネットワークにより、新たな課題に対してさらに発展していくこととなる。この時期には、

無償資金協力とプロ技をセットとしたいわゆる環境センター・プロジェクトを継続していく

必要性は必ずしもなく、環境センターの発展および対象国の社会的環境管理システムの自律

的な発展に向けた個別専門家の派遣、あるいは ODA 以外の協力リソースの活用によるより

多様で水平的な協力関係を築くことが望まれる。 

 

3.2.2 4 ヶ国の事例における entry/exit points の妥当性評価 

 

以上の基本的な考え方にもとづき、第 2章で概観した評価対象 4ヶ国の社会的環境管理能

力の発展ステージを総括し、環境センター・プロジェクトの entry pointおよび exit pointの妥

当性について評価を行う。評価総括図として、図 3.6を示した。 

中国は環境法、環境行政組織ともに 1990年代にはおおむね整備され、中国の環境白書にあ

たる中国環境年鑑（1990 年より発行）も 1994 年に質的に充実された。以上から、中国のシ

ステム形成期の終わりは 1990 年代半ばと考えられ、1990 年代前半は形成期の最終局面にあ

たっていた。1990 年代後半には、1995 年の大気汚染防止法改正、1996 年の第 9 次五ヵ年計

画などにより、汚染対策が有効に実施され、システムの本格的稼動期を迎えたといえる。工

業 SO2の排出量は 1996年にピークを迎えており、中国 EKCは 1990年代後半に転換点を迎え

た可能性がある。ただし、この点については、中国のエネルギー統計、石炭使用率データ等
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図 3.6 社会的環境管理システムの発展ステージと環境センター・プロジェクトの実施 

（出所）筆者作成 

1950 1960 1970 1980 1990 2000
日本

1950 1967 1971  環境庁 1993

中国
1979 1996 2008

タイ
1975 1992 2002

インドネシア
1978 1990 1993 2002

メキシコ
1971 1988 1994

①, ②, ③：プロジェクト・フェーズ

システム形成期 本格的稼動期 自律期

公害対策基本法、環境庁
環境基本法・・・リスク管理へ

公害対策基本法

①①①① ②②②② ③③③③
　

北京オリンピック

1988  NEPA,
     1994  SEPA

2000  第10次5ｶ年計画
第9次5ｶ年計画

①①①① ②②②②

2000  SEMARNAT

連邦法 SEMARNAP

①①①① ②②②②

新環境省

+ 環境省BAPEDAL開発監督環境省

①①①①
NEQA、ONEB

天然資源環境省

MOSTE

生態系保全と
環境保護一般法

環境保護法（試行）

の信頼性について議論があるように、さらなる慎重な検討が必要である。しかし、大きな流

れとしては以上のような社会的能力形成の発展をみとめることができ、2008年北京オリンピ

ック、2010年上海万博開催に向けて政府・企業・市民ともに環境管理を積極的に推進してい

くものとみられ、本格的稼動期から自律期へ移行していくものと考えられる。 

 

 

こうした観点から図 3.6 をみると、中国における環保センター・プロジェクトは、システ

ム形成期の最終局面である 1992 年に開始しており（無償資金協力合意、プロ技開始）、投入

の開始時期としては適切であった。さらに、1996年からフェーズ 2として本格的な技術協力、

センターの活動が展開されるなど、環保センターは中国の社会的環境管理システムとともに

展開し、システムへの貢献がしやすい時期にプロジェクト投入が行われてきた。 

一方でプロジェクト投入の終了を検討してみると、環保センターは 2002年よりフェーズ 3

が始まったが（2006 年終了予定）、中国は 1990 年代後半から本格的稼動期を経験し、2000

年代はじめより除々に自律期へと移行しつつあることから、従来の環境センターの考え方か

らすると、中国環保センターに対するプロジェクト投入の必要性は必ずしも高くないといえ

よう。ただし、環境センター・アプローチの新たな展開をかんがみると、環境センターが活
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動の新たなターゲットあるいは意義を見出し、日本が支援していくことは、日中双方の政府・

企業・市民の関係強化を図る上で妥当である。特に、政治的な日中関係の観点から環境セン

ター支援の意義を検討することも重要であるが、この点についての詳細な分析は本評価報告

書の範疇にはないと思われる。 

タイは環境法、環境行政、環境情報ともに 1990年代半ばにおおむね整備され、システム形

成期から本格的稼動期に移行したと考えられる。しかし 1997年通貨危機にともなう社会経済

的混乱などにより、社会的環境管理システムの本格的な稼動期の立ち上がりに時間を要して

いると考えられる。さらに、1997 年の新憲法の制定、および 1999 年地方分権化法の施行、

そして 2002年 10 月の中央省庁の再編により、従来の科学技術環境省から環境天然資源省に

再編されたことにより、システムの再編成の時期にあると同時に、本格的稼動期の初期段階

にある。 

かかる観点から図 3.6をみると、ERTCはシステム形成の最終局面にあたる 1990年からプ

ロジェクトとしてスタートし（1989 年無償資金協力、1990 年プロ方式技術協力）、本格的稼

動期への移行期まで実施されたと考えられる。1997 年のプロジェクト終了以降、タイの行

政・経済は再編期を迎えているものの、こうした状況を 1980年代後半に予測することは不可

能であり、タイにおける環境センター・プロジェクトの投入開始時期は当時の状況からする

と適切であったといえる。さらに、ERTCは 1997年にプロジェクトが終了したが、本格的稼

動期のごく初期の段階でシステム稼動が十分に立ち上がっていなかった状況からすると、も

う少しプロジェクト投入を続けた方が合理的であったと考えられる。 

インドネシアは、環境法、環境行政については、1980 年代末から 1990 年代はじめにかけ

て整備された。しかし、全国的なモニタリング・ネットワークが確立されていないなど、環

境情報の整備は遅れており、環境白書などの継続的発行も行われていない。こうした点から

すると、インドネシアは 1990年代はじめからいまだにシステム形成期の最終局面にあると考

えられる。さらに 1997年の通貨危機にともなうスハルト政権の交代や東ティモールの独立運

動などによる社会経済的混乱、中央省庁の再編にともなう旧環境省と BAPEDALの統合によ

る新環境省の設置（2002年 1月）、2001年地方分権化法などによる行政体系全体の再編成な

ど、今しばらくシステム形成期の最終局面が続くものと考えられる。 

インドネシアにおける社会的環境管理システムの形成過程の分析からすると、インドネシ

ア環境管理センターが 1990年代はじめよりスタート（1991年無償資金協力合意、1993年よ

りプロ技開始）したことは、システム形成期の最終局面と重なっており、プロジェクト投入

開始のタイミングは妥当であった。一方、プロジェクトの終了については、EMCの現状がい

まだ自立には遠く、プロジェクトを継続せざるを得ないという点がしばしば指摘されるが、

社会的環境管理システム形成の観点からすると、以下のように分析できる。システム形成期

の最終局面が外的要因などにより他国に比べて長期間を要しているというインドネシアの特

殊性を考慮し、また環境情報整備や環境人材開発などの具体的な必要性の存在からすると、
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今しばらく EMC プロジェクトへ援助資源投入を継続することが妥当であるといえる。2002

年 7月より地方環境管理システム強化プロジェクト（DEMS）が実質的に EMCフェーズ 2と

してスタートしたことは、環境政策との有機的な関連付けなどのプロジェクト設計やスコー

プ設定については議論の余地があるが、インドネシアの社会的環境管理能力形成に対し貢献

をもたらすであろうと考えられる。 

メキシコは、1980 年代末から 1990 年代半ばにかけて、環境法および環境行政の整備が行

われた（1994 年に SEMARNAP 発足）。環境情報に関しても、同時期に整備・公開されるよ

うになった。メキシコにおける社会的環境管理システムの形成は 1990年代半ばに終了し、現

在本格的稼動期から自律期へ向かっていると考えられる。ただしメキシコ・シティについて

は、SO2排出量は 1992 年から 1993 年にかけて転換点があり、このデータからすると、本格

的稼動期は 1990 年代前半から始まったと考えられる。また、1988 年には大気汚染対策行動

計画、1990年には大気汚染統合プログラム（PICCA）が策定されており、1980年代後半には

すでに本格的稼動期に入っていたと考えられ、システム形成期の最終局面と本格的稼動期の

初期が重なっていると考えられる。このような分析から、CENICAが 1995年に開始されたこ

とは、投入時期が多少遅かったと考えられる。 

プロジェクトは、2年間のフォローアップ時期を終え 2002年 6月に終了した。CENICAは、

社会的環境管理能力の形成の観点からみると本格的稼動期に入った段階でプロジェクトが開

始されており、メキシコ国内の環境管理技術・政策研究がある程度のレベルに達していたこ

とからすると、2002年以前にプロジェクト投入が終了される可能性も考えられた。中国の事

例のように、環境センターの機能・活動スコープの変更・発展があった場合にはその限りで

はないが、メキシコの場合はそのような点での変更は見受けられない。CENICAにおいては、

その社会的環境管理システムの展開から、より早期の段階で環境センター・アプローチの新

たな展開を模索する機会を与えられ、これまでの環境センター・プロジェクトとは異なる支

援を行うことも可能であったと考えられる。 

 

3.3 環境センター・アプローチと政府における環境管理能力形成 

 

3.3.1 システム形成期における政府の役割 

 

すでに述べたように、システム形成期において政府の役割は非常に重要で、特に汚染状況

を把握するためのモニタリングは不可欠な要素である。第 2章（2.3）でふれた WHOおよび

UNEPによる GEMSレポートでは、大気質管理においてモニタリングに関連する 3つの大項

目を立てている（大気質の計測、データの評価と検証、排出源調査）。 
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3.3.2 モニタリング・研究・研修による環境センターの貢献 

 

環境センターは、政府の環境管理能力の向上に対しどのような貢献を果たしたのであろう

か。本項では、特にシステム形成期において重要なモニタリング、環境白書発行のための情

報整備あるいは政策研究に注目し、環境センター・アプローチの評価を行う。 

中国環保センターは、全国のモニタリング・データを総括する部局（環境監測技術部）を

持ち、環境モニタリング 100 都市ネットワーク（稼動予定）のサーバーも設置されているこ

とから、モニタリング情報の収集・分析に密接に関わっている。また、環境経済政策研究セ

ンターにおいては、実践的な政策研究を行っており、SOx 総量規制等の工業汚染削減政策に

ついて研究面で貢献するほか、近年では、地球温暖化や WTO 加盟など国際的な枠組みにお

ける中国の国内環境政策、対外外交政策に対する研究報告も SEPA からの依頼にもとづき活

発に行っている。また、中央行政官および技術官への研修も数多く実施している。こうした

点から、中国環保センターはモニタリング・研究・研修を通じて政府の環境管理能力の向上

に十分貢献しているといえる。 

タイ ERTC で行うモニタリング・データは、参考データとして汚染対策局（PCD）に提出

されることがあるほか、環境研究のためのモニタリングは多数行っており、技術的レベルは

十分高い。また、ERTC はこれまで大気汚染、振動問題、酸性雨など様々な環境研究を行っ

てきており、研究水準は高いといえる。しかし ERTCは、1992年の省庁再編時に、モニタリ

ングを管轄する PCD ではなくその支援的組織である環境質促進局（DEQP）の下へ属すこと

になったため、政策に直結したモニタリング・研究活動への貢献度は弱い。今後は、他の環

境部局（OEPP、PCD）や他省庁の環境関連部局とうまく連携し、実際の環境政策立案に資す

ることのできる地位を築くことが重要となるだろう。ERTC は現在独立行政法人化が検討さ

れており（2002 年 8 月調査時）、省庁の枠にとらわれず、例えば企業に対する環境規制を担

当する工業管理局（DIW）などとも連携し、より中立的な立場で環境政策に対する提言を行

う機会が増えることが期待される。 

インドネシアは第 2 章で述べたように、地方におけるモニタリングの権限が環境省に属さ

ず、全国的なモニタリング・ネットワークも確立していないため、この点における EMC の

貢献は非常に限られている。ただし、環境省が管轄する環境モニタリング研修は EMC が担

当しており、技術的支援を行っている。しかし一方で、一定レベルにある分析技術などを実

践に役立てる機会は多くない。環境政策における EMC の活動の意義を強めるためにも、政

策研究など分析成果の応用に努める必要があるだろう。 

メキシコは、3.2で述べたように大気汚染に関していうと、プロジェクトの開始自体が汚染

問題の展開に出遅れていたため、モニタリングあるいは政策研究といった面での貢献は限ら

れたものだった。研修においては、行政官を数多く受け入れており、一定の成果があった。 
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3.3.3 政府の能力形成に対する環境センターのインパクト 

 

政府・行政の環境環境管理能力の形成に対しての環境センターのインパクトを考える際、

環境センターが政府の環境管理能力の向上にどの程度寄与したのかは、それぞれの環境問題

にそくして評価する必要がある。本評価では、大気質を中心としたブラウン系の環境管理能

力の形成に焦点を当て評価してきた。行政における大気質の環境管理能力について、

UNEP-WHO（1996）は大気質の計測、データの評価と検証、排出源調査、環境管理実行の 4

項目を指標としてあげ、評価している。6 ヶ国における環境センターは、大気質のモニタリ

ング、データ分析といった能力はおおむね形成されたと考えられる。ただし、排出源の評価・

推計調査や汚染対策の立案・実施などの能力をセンターがどのように支援していくかは、政

策実施に直接的に関与する位置にある政策研究部門をもつ中国環保センターを除いて、多く

の場合十分なインパクトがあったとはいえない。インドネシア EMC のある職員は本調査団

のインタヴューに対し、自分たちが行っている分析が政策決定・実施過程のどの部分に位置

付くのかという疑問を抱き、自らの任務の意義を見出せていない状況にある。そうした意見

は先に述べたような、排出源調査や具体的な対策の立案など環境政策へのコミットメントが

なく、政策との有機的な関連がない、あるいは政策サイクルのなかに環境センターが十分に

位置づいていないことを示唆している。 

政府の環境管理能力の形成に対する環境センターの貢献を評価する際には、そもそも環境

センターが環境行政体系においてどのような位置付けにあるのかを検討することも重要であ

る。これは要請時の意義付けに規定される部分もあり、プロジェクト期間における省庁再編

の影響あるいは政策転換などの影響も大きい。 

 

3.4 環境センター・アプローチと企業、市民における環境管理能力形成 

 

本節では、環境センターのこれまでの活動が社会的環境管理システムにおける企業および

市民の能力形成にもたらすインパクト、またその将来のポテンシャルについて評価を行う。

まず 3.4.1では、社会的環境管理システムにおける企業、市民の役割と能力形成の評価方法を

いま一度明らかにし、本節で用いる主な評価指標を提示する。3.4.2で、中国、タイ、インド

ネシア、メキシコにおける企業、市民の能力形成の状況と各国環境センターのインパクトを

評価する。 
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3.4.1 社会的環境管理システムにおける企業・市民の役割と評価指標 

 

(1) 社会的環境管理システムと能力形成 

 

第 2章（2.1.2）で述べたように、企業・市民は社会的環境管理システムの主要なアクター

である（図 2.1）。社会的環境管理システムの形成段階に応じて、企業、市民の能力は向上し、

その役割は重要さを増す（図 2.6）。システム形成期の段階では、企業および市民の力は政府

のそれと比較して相対的に小さく、環境管理のための基本的なシステムの整備は政府主導で

行われる。本格的稼動期においては、政府による環境政策の執行にともない、産業界が汚染

削減努力を行い社会における環境改善に実施的な貢献をなす。システム形成期、本格的稼動

期を通して、市民は政府、企業への公害反対運動などを通じて汚染防止努力を促す役割を果

たす。 

システムの最初の 2ステージにおける 3者間の相互関係の形成は、問題対処の必要性に迫

られて調整委員会が設けられるなど、アドホック（ad hoc）に行われてきたといえる。2.1.2

で紹介した北九州市の事例（図 2.3）も、SO2大気汚染による健康被害など具体的な社会問題

の解決を図るために、市、汚染排出企業、住民の話し合いの場がもたれたのである。したが

って、この時期のアクター間の関係の特徴として、問題対応型のアドホックなものであり、

行政機関がそのとりまとめを行うという点があげられる。 

社会的環境管理システムがその最終段階である自律期へと発展するにつれ、システムにお

ける先導的なアクターとアクター間の関係は変化する。つまり、自発的アプローチ（voluntary 

approach）の成熟により、企業、市民が政府の強制あるいは指導によらず自らが環境管理の

方策を立て実行するようになる。企業・市民間の関係がより直接的、双方向的になり、消費

者が市場を通じて環境保護に積極的な企業を評価するような環境が発生する。また政府は、

単一の環境問題に対するいわゆる一対一の環境政策から複数の環境問題に様々な視点で対処

していく総合的な環境管理政策に取り組むようになる。そこでは、グリーン・イシューとブ

ラウン・イシューの融合的対処や、行政過多の環境管理から社会におけるアクターの自発性

や自己規律性を活用した方策への転向があり得る。 

以上のように、企業、市民は社会的環境管理システムの成熟にともない、その重要性は増

していくのである。特に、政府の行政能力が必ずしも強固で安定的でない場合が多い途上国

においては、システム形成の段階から両者の能力形成を十分考慮する必要があるだろう。ま

た、企業、市民は国際的動向に大きく影響を受けるセクターであり、経済活動や環境問題の

国際化によって、先進国のシステム形成期前後の事例よりも先行して能力形成が進んでいる

面も見受けられる。 
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(2) 企業・市民の能力形成と評価指標 

 

企業、市民の能力および相互関係の発展を評価する項目としては、図 2.10（第 2 章 2.4）

にあるようなものが考えられる。まず、企業においてもっともポピュラーなのは ISO取得件

数である。これは同一基準であるので、国際比較も可能である。また、近年では環境報告書、

環境会計なども企業の環境管理能力あるいは環境意識向上を測る有力な指標となるが、途上

国においては、外国資本の企業以外ではそれほど定着しておらず、全体的な数字も得にくい。

したがって、以降で行う各国の評価では ISOの件数を指標の 1つとして扱う。また、産業部

門における自発的アプローチの事例なども紹介する。 

社会的環境管理システムにおける市民の能力形成については、NGOの数、学術研究のレベ

ルなどである程度を測ることが可能である。市民の環境意識の向上や消費者行動の変化も重

要な評価指標となる。ただし、全国的なデータについて収集が困難な状況にある国について

はいくつかの事例をあげ定性的な評価を行う。 

アクター間の関係については、情報公開の程度、環境問題に関する訴訟数（および勝訴数）、

調整協議会の設置、研究交流、自発的アプローチの実践などがあげられる。これらについて

は全体的な把握が困難なため、事例紹介を行う。 

 

3.4.3 企業・市民の能力形成と環境センターのインパクト 

 

企業・市民の能力形成の評価と、それに対する環境センターのインパクトを国別に評価す

る。着目する項目は、ISO取得件数、自発的アプローチの事例、環境ビジネスの成長（以上、

企業）、NGO数、環境 NGOの活動、環境意識の向上（以上、市民）である。また、環境セン

ターの活動の企業・市民に対するインパクトは、企業、市民（NGO）に対する研修、ISO 認

証権限の有無、情報公開（年報の発行、ホームページ、論文の公表）で評価する。 

以下に、4 ヶ国における環境管理における企業、市民の関わりとそのポテンシャル、環境

センターのインパクトを、現地研究者によるバック・ペーパー等をもとに述べる。なお、表

3.2に環境センターの企業・市民へのインパクトについてまとめている。 

 

(1) 中国 

 

① 企業の役割と能力形成 

 

中国における環境保全産業は現在約 18,000 社あり（1997 年は 10,000 社）、“朝日産業”と

呼ばれる。その大部分は民営企業で、水汚染処理が大半を占め、大気汚染対策、固体廃棄物
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管理と続く。 

中国には、国内環境保護産業のとりまとめをしている中国環境保護産業協会がある。同協

会は国家環境保護総局直属機関（と同時に社団法人でもある）で、国際部などの常設部に 20

数名の職員が所属している。課題別研究委員会はその内容によって各省・市に実質的な組織

が設けられている。また、各省・市に地方環境保護産業協会があり、本協会はその取りまと

め役として機能している。なお、同協会は環境ビジネス参入の対外的窓口となっており、イ
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表 3.2 環境センター活動の企業・市民へのインパクト 

（注）ホームページ・アドレスは、2003年 2月 17日現在で有効なもの。 

（出所）現地調査資料などより筆者作成 

 企業・市民への研修 ISO 認証 年報 ホームページ 論文などの公表 

中国 NGO ISO14001認証機関 毎年発行 
http://www.zhb.gov.cn 
* SEPAのホームページ作
成を担当 

毎年「中国持続的発展戦略
報告」を出版 

タイ 企業、NGO 部分的な認証機関（2003
年末予定） 

Report (1992-1999), 
Annual Report 2001 http://www.ertc.deqp.go.th 34 編の学術論文、学会・

セミナー報告 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ × × フェーズ 1では毎年発行。
再開予定。 

2003年度中に新サイトを
立ち上げ予定。 学会報告 あり 

メキシコ 企業 × 毎年発行 http://www.ine.gob.mx/ceni
ca/index.html 

学術論文 3編 
学会報告 3本  

等（いずれも 2002年） 
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ンタヴューによると、伝統

的にドイツの技術、製品が

強いが、最近はアメリカの

企業が、政府の支援を受け

進出が盛んである。日本は

企業が個別に売り込みに来

るが、政府の支援が少なく、

プレゼンスとしてはあまり

大きくない。 

また、ISO14000取得数は、

先に述べたように 2000年よ

り急激に増加しており、

2001 年には 1,085 社が取得

している。図 3.7に中国を含

め 4 ヶ国の ISO 取得数推移

を示した。 

 

② 市民の役割と能力形成 

 

清華大学公共政策管理学部 NGO研究センターの調査（NGO Research Center of School of 

Public Policy and Management, Tshinghua University, 2002）によると、2001年時点で中国には

NGOを含めた社会団体（civil society organizations）が 13.6万存在し、民弁非企業単位（civilian 

non-enterprise units）が 9.3万団体登録されている2。環境 NGOは数多く存在し、北京地球村

（Global Village Beijing）、中華環境保護基金会などが有名である。これらは主に、環境教育

や市民の意識向上、生活様式の改善などを活動目的としている。 

次に、環境問題に関する情報へのアクセスと市民の環境意識および行動について述べる。

中国政府は、1989年より中国環境年鑑を発行し、情報の蓄積を行っているが、市民一般に対

する情報公開としては、600都市の環境パフォーマンス年報、主要 46都市の大気汚染レベル

日報（新聞にも掲載）を発表するなどの取組みを行っている。 

マス・メディアも、最近環境問題の報道を積極的に行ってきており、環境教育番組数や新

聞報道数は増加傾向にある。国家環境保護総局（SEPA）と教育部の共同調査によると、市民

の 79％がテレビやラジオなどから環境問題に関する何らかの情報を得ている。特に、都市部、

若年層における環境意識の向上が見受けられる3。 

しかし一方で、環境問題に積極的に取り組んでいる市民は全体の 8.9％にとどまり、環境保

護のために何も行動をとらない、またはネガティヴな印象を持つ人は 65％にも上った。また、

0
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1,200

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001
（年）

（件）

中国 タイ インドネシア メキシコ

図 3.7 4 ヶ国における ISO14000 取得数推移 

（出所）ISOウェブサイト 
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中国においては情報公開や報道は政府による明示的・暗黙的な制御がなされているため、環

境問題に関する事件、裁判などについての情報が全て市民にいきわたっているとはいいがた

い。 

これらから、市民は環境問題に対する知識を少なからずもっているが、必ずしも行動に結

びついていないことが分かる。ただし、栗林・青柳（2002）の調査結果にもあるように、中

国都市部における市民の環境意識および消費行動が変化しつつあるのは事実であり、今後経

済成長にともない消費者意識の高まりが市場全体の自発的環境基準を引き上げる原動力とな

る可能性はおおいにあるだろう。 

 

③ 企業・市民の能力形成に対する日中友好環境保全センターのインパクト 

 

中国環保センターでは、現地 NGO を対象とした研修を無償あるいは低額の研修料にて実

施している。また、ISO14000認証機関となったことにより、今後企業の環境管理に関する研

修などが活発に行われることが予想される。 

また、中国環保センターは、少なくとも 1998年より毎年「環境と持続可能な発展」という

題で論文集を出版している。これは SEPA において環境政策研究・立案を担っている環境経

済政策研究センターが中心となりまとめているものである。これまでに 1,000 編以上の論文

および政策立案のための多数の報告書を作成してきた。国内外の大学・研究機関との共同プ

ロジェクトも多数てがけている。こうした研究分野での民間部門との連携のほか、環境宣伝

研究センターでは環境教育ビデオやパンフレットの作成も行っており、市民へのインパクト

もある程度みとめられる。 

(1)でも若干ふれたが、環保センターは 2002年に ISO14000認証機関として政府より認定さ

れ、今後認証作業や研修などを通して企業との関係が強化されるであろう。環保センターの

活動は従来から独立採算性を求められており、センターの財政的な持続性を維持する上でも

重要な点である。 

 

(2) タイ 

 

① 企業の役割と能力形成 

 

汚染削減ツールの 1 つとして、企業や市民が市場メカニズムを利用し環境問題の改善に自

発的に関わるアプローチがある（voluntary approach）。以下、タイにおける 3つの自発的アプ

ローチについての動向を述べる。 

まず ISO については、タイにおける ISO14000 認証の第 1 号は 1996 年で、2002 年現在で

628団体がその認証を受けている。ただし、ISO14000認証にともなう環境管理の実態として
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の意義は必ずしも組織的に十分認識されているわけではなく、組織内および組織間の情報交

換、技術・管理交流はさほど活発ではない。 

EU 加盟国（特にイギリス）は、対外貿易に新たな環境基準を設けようとしている（“サイ

ト・アセスメント”）。経済活動の対外的な拡大にともなう自己管理基準の向上は、現場にお

ける多少の混乱は避けがたいものの、企業部門全体としての環境管理能力の向上に資するも

ので、政府、市民による企業評価の視点の 1つとなるものである。 

タイ製造業界ではグリーン・ラベル認定も行われている。グリーン・ラベルは、環境負荷

の少ない製品にラベルを認定し、消費者の判断基準とすることを目的としている。ラベル認

定は、持続的発展のためのタイ経済人会議（TBCSD）4が 1993年から開始した。これは、TBCSD

が工業省タイ工業基準研究所（Thai Industrial Standards Institute）および加盟企業の協力を得

て立案したもので、規制等で定められたものではなく、あくまで製造部門の自発的な取組み

による。現在 30種の製品がラベル認定を受けている。ただし、TBCSDの加盟企業自体が 29

社にとどまっており、この取組みが製造業全体へ普及し、消費者の判断基準として認知され

るかという点については、しばらく状況をみる必要があるだろう。 

クリーナー・プロダクションは、効率的に環境負荷の少ない製造過程を確立する上で有効

な手段であるが、タイではそれほど事例が多くない。その理由として主に以下の 3 点があげ

られる。 

 

・経営側がクリーナー・プロダクションについて十分な理解をしておらず、取組みの決定

がなされにくい。 

・取組みの決定がなされても、製造部門の参加が得られず、実行されにくい。 

・事例が少なく、具体的な情報が普及していないため、技術面・経営面での知識が定着し

ていない。 

 

② 市民の役割と能力形成 

 

タイにも多くの NGO が存在し、環境政策研究を行っているものも少なくない。本評価に

あたり現地調査研究を依頼したタイ環境研究所（TEI）もそういった環境 NGOの 1つである。 

社会的環境管理システムの各アクター間の相互関係は、システムを形成・稼動していく上

で非常に重要な要素である。タイにおいては、市場に対する消費者としての市民活動として、

衛生上安全な肉（Hygienic Meat）、有害物質を含有していない野菜（Hazardous-substance-free 

Vegetables）、省エネ製品（No.5 Power Saving Appliances）、省エネ知識キャンペーン（Energy 

Knowledge Campaign）などの取組みがあげられる。 
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③ 企業・市民の能力形成に対する環境研究研修センター（ERTC）のインパクト 

 

図 3.8に、ERTCが実施した

研修コース受講者の所属の割

合を示した。中央・地方をあ

わせ行政官が全体の 75％を占

めるが、企業、NGOからの参

加も一定の割合に達している。

2002 年 10 月の省庁再編にと

もない、ERTCは独立法人化へ

の道を模索しており、民間部

門を対象とした研修コースの提供は主な収入源の 1 つとなる。その点で、ERTC はある程度

の経験をもち、これまでの協力関係を活用し研修員を獲得するための一助となるであろう。 

ERTCは 1999年よりセンターの年次活動報告を発行してきており、研究、研修について外

観することが可能である。また、ERTCはこれまでに 34本の学術論文および学会・セミナー

報告を行ってきた（2002年 8月時点）。プロジェクト終了後を含め、このうち 13本の研究に

日本人専門家・研究者がサポートを行った。なかには国際的に名の知れた学術誌（Atmospheric 

Environmentなど）にも掲載され、国内外へのアピールにもなっている。ただし、一般市民や

ビジネス部門との研修以外での直接的な関係はあまりみられず、広く市民、企業の能力形成

に貢献しているとはいえない。 

なお、ERTCは 2003年末までに ISOのいくつかの項目についての認証権を取得する計画で

あり5、2002年 10月の省庁再編以降検討されている独立行政法人化の如何によっては、セン

ターの独立運営のための委託研究、研修等による企業との連携がより重要となってくる。 

 

(3) インドネシア 

 

① 企業の役割と能力形成 

 

環境産業においては、土木・建設系の環境コンサルタント会社は多数あるが、環境管理の

ソフト面におけるコンサルティングを行う企業は外資系の 2つしかない（アメリカ系の Core 

Labとオーストラリア系の ASL）。 

ISO 取得数は、2000 年より急激にその数は増加しているが、2001 年で 200 件程度であり、

産業界は環境管理のための自発的な行動にそれほど積極的ではない。 

 

地方政府
28%

企業
15%

NGO
10% 中央政府

47%

図 3.8 タイ ERTC における研修受講者の内訳（1992-1996） 

（出所）JICA（1996）
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② 市民の役割と能力形成 

 

インドネシアには多数の NGO が存在する。主要な環境 NGO に WALHI（地球の友インド

ネシア）がある。WALHIは傘下にインドネシア全土の環境 NGOをもつ連盟で、政策提言な

ど積極的に環境政策にも関わろうとしている。 

 

③ 企業・市民の能力形成に対する環境管理センター（EMC）のインパクト 

 

EMC は、企業あるいは市民を対象とした研修は行っていない。インタヴュー調査（2003

年 1月）を行った前出の Core Labの総合環境部門責任者（Johnny Tjea）によると、Core Lab

から何度かセミナーや研修において技術的なサポートを行った経験があるということである。

われわれが EMCについてインタヴューを行ったなかでいくつか共通して得られた点は、EMC

の分析技術はそれなりではあるが、活動の方向性としてみた場合に、職員あるいは関係者の

メンタリティは、成果をセンター外へ出し政府の他組織あるいは企業、市民へのインパクト

をもたらすシステムを欠いているということである。これは、中国、タイ、メキシコの環境

センターと大きく異なる点である。これには様々な理由が考えられるが、重要な点としてス

コープがかなり特定され、問題の発見、原因の解明、対策の検討・実行という環境管理のス

テップから乖離した活動体系になっていることがあげられるであろう。 

また、研究成果を含めた EMC活動の報告・公開については、フェーズ 2（地方環境管理シ

ステム強化プロジェクト）が開始したばかりということもあり、流動的である。ウェブサイ

トは 2003年度中に新しいものを立ち上げ予定で、年報も再開する予定としている。 

 

(4) メキシコ 

 

① 企業の役割と能力形成 

 

産業、商業、農業、金融の各部門の会議所では環境セクションを設けており、メキシコに

おける主要多国籍企業は、持続的発展のためのメキシコ経済人会議（CESPEDES）に加盟し

ている。ISO14000取得数も着実に増加するなど、企業による自発的な取組みも定着してきて

いる（2001年において 254件）。1990年代は環境産業が停滞していたが、今後 10年間では総

額 230億ドル（インフラ投資：145億ドル、操業費：86億ドル）の環境インフラ需要が見込

まれている6。1994年 NAFTA加入などにより、メキシコはより厳格な環境規制が求められて

おり、経済界においても一層の環境対策の進展と環境産業の発展が予想される。 
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② 市民の役割と能力形成 

 

メキシコの環境 NGOは自然保護、環境教育を中心に 500以上あり（JICA 1999）、時として

マス･メディアや議会などにおいて大きな影響力を与える。 

1980年代に深刻な大気汚染を経験したメキシコ・シティでは、新聞に主要大気質の汚染レ

ベルが毎日掲載されるなど、マス・メディア、市民の関心は非常に高い。 

 

③ 企業・市民の能力形成に対する環境研究研修センター（CENICA）のインパクト 

 

CENICA は、有害廃棄物処理などについて、これまで政府関係者のみならず企業における

環境専門家を含んだ研修コースを提供してきた。また、いくつかのコースでは学術関係者も

対象としている。また、研究面においては、2002年に学術論文が 3編掲載される（掲載予定

を含む。うち 2編は Atmospheric Environment誌）ほか、学会発表なども行っている。年一回

活動報告書も作成しており、ホームページにおいて簡単な概要も掲載されている。 

 

3.5 環境センター・アプローチと地方における環境管理能力形成 

 

途上国における地方の環境管理能力は、特に行政部門の視点からすると、分権化の経緯・

程度、あるいは地域性により、国により大きく異なる。例えば、中国は国土が広大で地方行

政の歴史も長いため、主要政策の決定権は全て中央政府に属するものの、実際の規制実施な

どの環境行政の具体的な実行の多くは地方政府が担っており、国家基準より厳しい環境基準

を省別に独自に設定できるなど（1989 年環境保護法）、地方行政における環境管理能力はあ

る程度のレベルにあるといえる。一方で、地域性、経済優位性などにより環境管理能力に大

きな地域間格差があることも事実である。タイ、インドネシアなどでは、第 2 章で述べたよ

うに、2000年前後から地方分権化が本格化してきている。しかし、地方政府環境局の環境行

政の技術的・制度的能力が地方分権化を迎えるのに十分な状況であるのかどうかは疑問が残

る。特にインドネシアでは全国的なモニタリング・ネットワークがいまだ構築されておらず、

地方分権化が急速に進む中で、本来中央の環境省が把握すべき基本的情報を整備・蓄積する

システムを整える上で時間を要することも考えられる。また、地方政府環境行政官の能力開

発を行うための研修なども重要となってくる。 

 

3.5.1 地方における社会的環境管理能力の形成に対する環境センターのインパクト 

 

中国環保センターはこれまで、地方環境管理局局長レベルあるいは職員を対象とした研修
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を多く実施してきており、地方を含め環境行政官および技術官の研修の場として代表的な機

関となっている。また、地方モニタリング・ステーションとは既にデータの行き来があり、

環保センターにメイン・サーバーが設置されている 100 都市環境情報ネットワークが稼動す

ることにより、中央において地方モニタリング・データの整備が容易となり、地方との関係

を強化する一助となるだろう。 

タイ ERTC は、行政上の制約の下で課題となる環境問題をある程度フォローしながら研究

を行ってきた。ERTC の研究成果は、地方の環境問題を解決しようとする中央政府の対応を

引き出したものの、必ずしも地方の環境管理の向上に直接的な貢献を果たしたわけではなか

った。研修については、1992年の ERTC開所以降 10年間の研修受講者 5,027名（出張研修は

含まない）のうち約 35％が地方公務員であり、地方へのインパクトとして高く評価できる。

2000年以降の地方分権化にともない、県環境管理計画の策定能力向上コースなど地方公務員

研修のニーズは高まってきている。 

インドネシア EMC では、地方自治体の要請を受け河川汚染実態調査を行ってきたが、調

査結果は必ずしも依頼者である地方自治体を満足させるものではなく、また、モニタリング

のノウハウが調査を通じて地方自治体職員に波及するということもなかった。EMC内外で地

方自治体職員を対象とした研修も行ってきたが（1994‐1999 年で 412 名）、タイのそれと比

べると規模は小さい。これには、EMC自体の機能・権限の幅、他の公的・私的環境ラボとの

競合などがあげられる。インドネシアにおいても地方分権化にともない地方自治体職員を対

象とした研修のニーズは増えているが、地方自治体が独自に研修を行うほか、地方自治体職

員を対象とした研修は環境省の他部局の管轄となっているため、今後の地方環境管理に対し

て EMCがどこまで貢献しうるかを検討するには、今しばらく状況を見守る必要がある。EMC

自体は、地方環境管理能力形成プロジェクト（2002年 7月開始）において北スマトラ州メダ

ンを支援対象地域としているが、実質的にはむしろ EMC プロジェクトの継続案件であり、

メダンが多少特殊な事情をもつ地域であることから7、メダンへのプロジェクト投入がインド

ネシアの地方環境管理の向上にどれほどの意味をもたらすかという点に対しても、今後の状

況を見守る必要がある。 

メキシコ CENICAが対象とする研修は主にメキシコ首都圏の行政官あるいは技術官であり、

地方の環境管理能力に対して全体的なインパクトは少ない。 

 

3.6 環境センター・アプローチと日本・途上国間の相互理解・相互交流 

 

本節では、環境センターのより広い効果として、投入側の日本と対象国双方の社会的環境

管理システムにおけるアクターの積極的な関与、社会的能力の向上への作用、また、援助を

受けた環境センター間あるいは地域内での南々協力を含めた相互協力ネットワークへの展開

などを、事例をあげながら議論する。 
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3.6.1 政府・企業・市民における環境協力ネットワーク 

 

日本との双方向的な環境協力ネットワークの形成の例としては、中国があげられる。日中

友好環境保全センターは、設立当初より日中間環境協力の窓口としての役割を目指し、実際

に担ってきた。環保センターへは、援助関係者のみならず、大学などの研究機関、民間企業、

地方自治体から多数の日本人が訪れている。国内・国際会議も数多く開催され、中国の環境

問題、日中環境協力に関する情報が蓄積している。その情報を求めてさらに人的交流、人的

ネットワークが拡大する。環保センターの事例はそうした点において、環境協力においての

みでなく、日本の国際協力の波及的効果の好例といえるのではないだろうか。ただし一方で、

次章で述べるように、他の援助形態との連携によるネットワークの構築、日中間環境ビジネ

スとのより密接なリンクを目指した情報の集積などの課題もある。 

メキシコ、タイの環境センターにおいても、いくつか日本との研究交流の事例がある。そ

れらが発端となり、ネットワークを拡大させるような自発的な動きが期待される。 

 

3.6.2 環境センター対象国間の相互協力ネットワーク 

 

メキシコ CENICA は、チリの環境センターCENMA と相互協力協定を結び、隔年で国際会

議を開催する（2003年予定）。この協定は、ペルーに置かれている WHO南米事務局（CEPIS）

が仲介役となり執り行われたものである。こういった動きは、近隣地域における環境センタ

ー間の情報の共有化、役割の明確化を行う上で有益である。ただ、本来ならば同地域で環境

センターを設立する段階でこうした環境センター間の連携構想があってしかるべきだが、協

定締結の段階において JICA は積極的な関与をしていなかった。環境セクターあるいは国・

地域の視点で日本の援助の戦略を考える際、特に同様の目的・形態をもつプロジェクトにつ

いては、計画段階、実施段階において、その中長期的な発展、インプット側の日本としての

有効活用などを検討する必要がある。 

現在、3 つの環境センターが存在する東アジアおよび東南アジア地域では、日本の主導に

よって進められている東アジア酸性雨モニタリング・ネットワーク（EANET）事業がある。

1998 年 3 月の第 1 回政府間会合によって、東アジア 10 ヶ国が試行稼動に参加すること決め

られた8（2001年 1月より本格稼動）。アジアにおける 3つの環境センターのうち、中国環保

センター、インドネシア EMC は参加機関となっている。環境センターが他のスキームによ

って、相互に情報交換ができる状況は、環境センター運営に有益であるし、日本の援助ネッ

トワークを形成する上でも重要である。ただし、EANET 参加国にはタイも含まれているが、

その窓口は PCD となっている。ERTC は酸性雨研究の実績があり、非公式には PCD 酸性雨

モニタリング・プログラムに参加しているが、正式な位置付けはなされていない。日本が支
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援した環境センターの位置付けとして、この点は議論の必要があるだろう。
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注記 

 
1 JICA事業評価ガイドライン（2002年）では、プロジェクト・レベルにおける DAC5項目の
目標達成度（effectiveness）を「有効性」と名称変更している。 
 
2 この調査は、草の根レベルでの事業支援の可能性を模索すべく JBICが同研究センターに
調査を委託したものである。社会団体は、民間非営利の団体を広く含み、主には社会組織、
民弁非企業単位、草の根組織の 3種である。民弁非企業単位は、非国有資金により非営利の
社会サービス活動を実施している組織を示し、1998年の民弁非企業単位登録行政令に従い登
録されている。 
 
3 都市部が農村部と比較して環境意識が高いことの理由として、情報量の格差、環境問題の
質の差異、所得・教育水準の格差などが考えられる。また、都市間でも環境意識には開きが
ある。例えば鄭（2002）のアンケート調査では、環境保護の重要性について、80％の北京市
民が「非常に重要である」と回答したのに対し、上海では 53％にとどまっている。これは、
北京市における環境問題の深刻さ（黄砂、交通大気汚染等）と関係しているものと思われる。 
 
4 TBSCDは 1992年のリオ・サミットで提唱された持続的発展のための世界経済人会議（World 
Business Council for Sustainable Development; WBCSD）のタイ組織で、タイ環境研究所（TEI）
に事務局が置かれている。 
 
5 2002年 8月現地調査における ERTC所長（Dr.Yuwaree In-na）とのインタヴューより。 
 
6 インフラ投資額の内訳としては都市部廃水処理が最も多く（55.5億ドル）、一般廃棄物処理
（33.7億ドル）、産業廃棄物処理（24.億ドル）と続く。大気汚染削減装置は 3.7億ドルの見込
みである。 
 
7 1999年の地方分権化法以降、環境省以外の複数の省庁が分散して持っていた地方モニタリ
ングの権限を整理する動きがあり、環境省に集約する方向で調整中とのことであるが、どの
省庁にその権限を移行するかの判断は各地方政府にあり、調整が難航している。その中で、
メダンは唯一環境省へモニタリング権限を移行した地域である（2002年 8月時）。 
 
8 参加国は、中国、インドネシア、日本、マレーシア、モンゴル、フィリピン、韓国、ロシ
ア、タイ、ベトナムである。EANETについてのより詳細な情報については、酸性雨研究セン
ター・ホームページ（http://www.adorc.gr.jp/jpn/index.html）を参照されたい。 
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第 4 章 今後の環境センター・アプローチの展開と環境協力のあり方 

：教訓と提言 

 

 

本章は、本評価報告のまとめとして第 2 章で述べた社会的環境管理能力フレームワークと

それに基づく第 3 章の評価結果をふまえた教訓を述べ、今後の環境センター（既存と新規の

両方を含む）の展開と環境協力のあり方を考える上で必要な提言を行う。 

本章で述べる提言は大きく 2つのレベルに分かれる。第 1は、実施機関である国際協力事

業団（JICA）をはじめとした比較的直接的に環境センター・プロジェクトあるいはその他の

環境協力に携わる機関に対するものである（4.1、4.2、4.3）。4.1 において本評価報告の主要

な方法論である社会的環境管理能力の形成という視角から、今後の環境センターの展開に関

する教訓と提言を述べる。4.2では、垂直的な協力関係から水平的な協力関係へ、いわゆる日

本と途上国の環境パートナーシップを築く上で環境センターに期待される機能について述べ

る。さらに 4.3 では、すでにいくつか取組みが行われている環境センター間のパートナーシ

ップの今後の展開について提言を述べる。 

第 2 は、途上国における社会的管理能力形成の視点および日本の国際環境協力システムの

向上といった広い視野から、より上位のあるいはより広範囲の関係者に対する提言である

（4.4）。日本の国際協力の全体的な方針に関わる点も多く、こうした課題に関する議論には、

外務省などの政策決定機関のみならず、外部機関（大学・研究機関、産業界、NGO）の積極

的な関与が期待される。また、第 2の提言に述べられた処方は、JICAのみで達成され得る類

のものではないが、こうしたより広く長期的な視野に立ち国際協力スキームの見直しを行い、

実務において大学・研究機関、市民団体、産業界との連携を強化するなどの努力が重要とな

る。なお、個別評価研究第 1 章においても、国内外関連機関の援助連携という視角から今後

の環境センターの有効利用に関しての多角的な提言を行っている。 

 

4.1 途上国の社会的環境管理能力の形成に貢献する環境センター 

 

(1) 環境センターの行政的位置付けと社会的能力形成への貢献 

 

すでに第 3 章でみたように、環境センターが途上国の社会的環境管理能力の形成にどの程

度貢献したのかという点では、環境モニタリングおよびモニタリング結果の分析・解析等に

おいては満足しうる技術的能力を形成したものの、そうした研究成果を環境政策の立案・実

行に結びつける組織的位置付けになく、政府の環境管理能力を向上させるという点において

は限界があった。さらに、政府以外の企業あるいは市民における環境管理能力の形成への環

境センターの貢献という点では、一部のセンターにおける研修事業、環境情報の社会への提
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供といった活動に限定されたものであった。 

今後の既存の環境センターの方向、あるいは新たな環境センターの形成を考えるに際には、

社会的環境管理能力の形成の中でどのような位置と役割を環境センターが占めるのかを明確

にすることが重要である。とりわけ、政府・行政における環境管理能力の形成と環境センタ

ーの役割という点においては、環境行政組織内における環境センターの機能の範囲と組織的

位置が重要である。新たなセンターの形成においては、当該国の環境行政組織において環境

センターが十分なインパクトを発揮できるように慎重に位置付けることが大切である。 

タイやインドネシアにみられるように、途上国の行政組織は当該社会の経済発展・社会発

展のなかで大きく再編成されることが多く、そうした再編成においても環境センターが環境

行政全体を支援していけるものになるような条件を、プロジェクト形成調査などにおいて十

分に確認すべきである。この点では、本報告で提示した社会的環境管理能力の発展プロセス

を、システム形成期、本格的稼動期、自律期の 3 段階に分け、環境センター型援助の適切な

投入時期として、システム形成期の最終局面であるとする評価基準は、今後のプロジェクト

形成およびプロジェクト選択の基準として十分な活用が図られるべきものである。 

 

(2) 環境センターの企業・市民への貢献アプローチ 

 

環境センターが企業や市民における環境管理能力の形成にどのような貢献をするのかとい

う点については、中国のように政策研究・研修・モニタリングという主要な機能を備えたフ

ルセット型とメキシコのように対象とする環境質を大気・有害物質のみとした限定型を一律

に論じることはできない。しかし、環境管理における企業・市民のパートナーシップを重視

し、それぞれのアクターの役割を最大限に伸ばす形で環境センターが貢献できる余地は大き

い。社会への環境情報の提供、そして情報を広く啓蒙活動に役立てるといった基本的な機能

から、より高次な企業や市民における環境専門家の研修事業などが考えられる。とりわけこ

れまで協力が行われてきた環境センターはおおむね 10年を経過し、センターとしての自律期

に入っているものと考えられ、タイやメキシコのように、今後独立行政法人化などが検討さ

れている例においては、企業や市民へのチャンネルを太く強くしていくことが特に重要とな

ってくるであろう。 

 

(3) 地方分権化における環境センターの役割 

 

今後の途上国の社会的環境管理能力の形成において不可欠な視点は、地方における環境管

理能力の形成である。これまで中国環保センター、タイ ERTC などでは、積極的に地方自治

体職員に対する研修を行ってきた。また、インドネシア EMC においても同様の研修が状況

に応じて実施されてきた。これから地方分権化が進む際に、環境センターに対する地方アク
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ター（自治体、企業、NGO）の能力形成のための研修のニーズはより広がるものと考えられ

る。 

地方分権化が急速に進んでいるインドネシア、あるいはゆっくりと進んでいるタイ、もと

もと各省の役割が大きな中国、連邦制をとるメキシコと、今回評価の対象とした国の状況は

異なるものの、いずれの国においても今後の社会的環境管理において地方の果たす役割は大

きくなっている。しかし多くの場合、一部の大都市・地域を除き、十分な環境管理能力を有

しない地方が多いことも事実である。今後の環境センターは、ナショナル・センターとして

地方の環境ラボや環境センターを支援していく機能を強めることが重要である。そうした観

点からは、中国の環保センターによる地方の環境局・環境科学研究所への支援、あるいはイ

ンドネシア EMCの地方ラボ支援といった方向は、重要な先進事例として評価できる。 

 

(4) 環境センターの質的向上 

 

今後の環境センターが上述したように社会的環境管理能力へ総体的に貢献していくために

は、環境センター職員の能力向上が不可欠である。タイやインドネシアをはじめ各環境セン

ターでは重要な研究をしているにもかかわらず、博士号取得者は中国で 16 名1（全研究員の

約 2割）、タイで 5名（同約 1割）、インドネシアにおいては 0名である。先進国の事例（日

本の国立環境研究所における博士号取得者は研究員の約 9 割を占める）のようにはいかない

とはいえ、環境センターが国際的に活躍し、国内外から信頼される研究センターとなるため

には、少なくとも研究職の 3分の 1から 2分の 1は博士学位をとっていることが必要であり、

今後学位をもった研究員を増やす努力が必要である。この点では、日本政府奨学生制度、留

学生無償制度、JICA 長期研修制度、JBIC ツー・ステップ・ローンなどを工夫し、日本の大

学における学位取得を促進することは、次項に述べる日本との窓口機能を果たす人材育成と

いう点からも有用であろう。さらに、環境センターが政策形成への影響力を強めるためには、

政策へのインプリケイションを与える政策分析・研究能力を備えた人材を強化するなどの工

夫も考慮に値する。 

 

4.2 環境センターを窓口とした日本と途上国の環境パートナーシップ 

 

日本が長期にわたり支援をしてきた環境センターは、無償資金協力などにより有形資産が

形成されているというだけではなく、長期の技術協力のなかで様々な人間的信頼関係など、

近年の社会学が提唱している社会関係資本（social capital）（Coleman 1988, Putnam 1993など）

が蓄積されてきているとみることも可能である。環境センターという場において、こうした

有形・無形の資産を有効に活用し、日本と当該途上国との信頼関係を醸成し、環境分野にお

けるパートナーシップを、政府・企業・市民、地方の様々なレベルで展開していくことが大
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切である。とりわけ、環境センターという場を通して形成された様々な知識の多くは、とも

すれば暗黙知として組織内にのみ蓄積され、有効に活用されることが困難となっている。様々

なチャンネルを通じた暗黙知の形式知への転換といったプロセスは、日本と途上国双方の環

境研究の進展においても重要である。 

すでに中国の環保センターは日中環境協力の窓口として、政府・企業・市民を問わず、日

本から中国の環境問題に興味を持ち中国を訪問した際には、その窓口として機能することを

表明しており、すでに ODA とは直接関係のない日本の大学などの関係者がセンターを訪問

している。こうした取り組みは、日本の納税者・国民へ広く環境センターの存在を知らせる

だけでなく、当該途上国社会においても日本の援助を印象付けるものとなる。また、外国か

ら様々な環境研究の関係者が訪問することが当該環境センターの職員に対してもよい刺激と

なるであろう。 

こうした交流は日本と当該途上国との関係を、ODAによる垂直的な協力関係から両国がお

互いの興味と関心をもって相手と対等な立場でギブ・アンド・テイクの水平的協力関係へ発

展させるものである。 

 

4.3 環境センター間のパートナーシップ 

 

今後の環境センターの能力向上あるいは新たな環境センターの展開を考える上で、複数の

環境センター間で経験交流・共同研究を行うことは非常に有益である。こうした関係はすで

に既存の環境センターにみられる。メキシコ CENICAとチリ CENMAの間では環境相互協力

協定が取り交わされ、研究交流の具体化が計られようとしている。さらに、東アジア酸性雨

モニタリング・ネットワーク（EANET）では中国、インドネシアの環境センターが参加実施

機関として参加している。今後はタイの環境センターの参加なども考えられる。 

既存の環境センターとしては、東アジアに 3センター、中南米に 2センター、中近東・ア

フリカに 1 センターがあり、現実的にはこうした地域的な枠組みでパートナーシップを形成

することが有効であろう。こうした地域毎の環境センターの連携を支えるためには、JICAの

研修プログラムをアジアの環境センター実施国および将来の可能性のある国を対象に設定し、

経験交流と政策形成能力の強化を図ることも考えられる。 

さらに関連して、それぞれのセンターが、地域センターとして、周辺諸国への南々協力を

展開することが期待される。すでにメキシコでは 2003年にペルーに第 3国専門家を派遣する

予定であるし、中国環保センターもアジア周辺諸国の環境行政職員に対する第三国研修を計

画し、タイ ERTC にもそうした構想がある。こうした環境センターをベースとした南々協力

は、当該センターの能力向上にも資するし、また被援助国が新興援助国となり、援助の卒業

プロセスを歩む上でも非常に重要な点である。 

しかしながら南々協力を実施していく上では、当該国の政策動向に大きく左右される場合
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があり、注意が必要である。メキシコでは 2000年のフォックス新政権以降は南々協力の計画

は大きく後退している。今後、環境センターによる南々協力を行っていく場合には、政治動

向などに影響を受けない強固な枠組みを初期の段階で構築する必要がある。なお、メキシコ

の事例では、政策的な積極性は薄れたが、CENICAとしては、ペルーからの要請もあり、南々

協力に引き続き積極的に取り組む意向が表明されている。 

 

4.4 今後の日本の環境協力のあり方 

 

(1) 援助のプログラム化と援助連携 

 

今後の日本の環境協力のあり方としては、環境分野全体の能力形成すなわち社会的環境管

理能力の形成を目指した援助のプログラム化が重要である。すでに「国別援助計画」や「国

別援助実施計画」など援助のプログラム化が実施されているが、環境分野のプログラム化は

必ずしも十分ではない。当該国政府の計画あるいは現実に行われている日本の個々の環境協

力プロジェクトをベースとして環境分野プログラムが組まれているのが実態であり、何がプ

ログラムなのかという明確な定義やプログラム化の方法論を欠いている。さらに、環境問題

の因果関係やその社会的背景、あるいは社会的環境管理能力の形成水準や特徴に関する調査

研究もないまま、プログラムが一人歩きをしている。環境協力のプログラム化を考える際に

は、以下の 3つのレベルの視点が重要である。第 1は、ブラウン系環境問題に対する協力と

グリーン系環境問題に対する協力をどのように連携させるか、という点である。第 2 は、ブ

ラウン系・グリーン系環境プログラムと地球環境問題との関連付けである。第 3 は、環境対

策プログラムとその他の主要な課題との連携である。特に、近年世界銀行が推進する貧困削

減戦略文書（PRSP）、国連が打ち出したミレニアム開発目標（MDGs）などにおいて重点援助

分野とされている貧困削減プログラムとの連携は、貧困と環境破壊の悪循環を断ち切る上で

も非常に重要な視点である。 

特に、環境協力のプログラム化を構想するに際し最も基本的な点は、ブラウン系とグリー

ン系の連携をどのように図るかということである。経済発展にともない、大気汚染などのブ

ラウン系環境問題については途上国の技術・資本で対処できるようになり、ODAは主にグリ

ーン系の課題に取り組むべきだとの主張もある。こうした環境管理における課題に対する援

助の資源分配に関する議論も重要であるが、より必要とされるのは、ブラウン系・グリーン

系環境問題の相互依存関係を認識した総合的な環境対策および環境協力の検討である。 

かかる観点からすると、中国、タイ、インドネシアなど主要な援助対象国の環境分野プロ

グラムにおけるブラウン系（大気汚染、水質汚濁）とグリーン系（森林保全、多様性保全）

の連携は不十分であり、また課題対応プロジェクトと制度形成プログラムをどのように連携

させるのかといった視点も弱い。今後は当該国における社会的環境管理能力の形成といった
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大きな方向性のなかで、ブラウン系の汚染対策やグリーン系の森林保全といった問題を、地

球温暖化、砂漠化、生物多様性減少といった地球環境問題と関連させ、環境協力の方向を明

確にしていくことが求められている。とりわけ地球温暖化と途上国の環境問題の関係では、

途上国の環境問題の解決と CO2削減をめざしたクリーン開発メカニズム（CDM）には、発電

効率の改善などのブラウン系対策、植林事業などのグリーン系対策の双方が含まれており、

こうしたメカニズムの推進は、途上国と日本の双方にメリットがあり、ODAの使用には様々

な困難な条件がつくが、積極的に取り組むべき課題である。 

プログラム間の連携としては、貧困と環境破壊の悪循環を断ち切る視点が重要である。例

えば農村部における砂漠化や土壌劣化などの問題は、貧困と環境破壊の悪循環の典型的問題

であり、こうした問題と農民の大都市への流出、農山村の荒廃といった問題は相互に絡んで

おり、貧困対策プログラムと環境対策プログラムとの有機的な関連付けが必要である。 

 

(2) 経済のグローバル化と環境協力 

 

経済のグローバル化にともない、世界貿易機関（WTO）における自由貿易の推進だけでな

く、2国間における自由貿易協定（FTA）の締結も盛んである。すでに日本はシンガポールと

自由貿易協定を締結し、さらに韓国、メキシコと交渉を行っており、今後はアセアン（ASEAN）

との交渉も議論されている。今日の FTAは古典的な関税協定ではなく、環境保全や労働条件

の平準化といった社会条項を含み、「新時代の（New Age）自由貿易協定」と呼ばれている。

メキシコが参加している北米自由貿易協定（NAFTA）では、協定のなかに環境保全・環境協

力など規定されている。 

今後の日本の自由貿易協定交渉においては、経済面だけでなく環境保全面の相互協力も含

んだ多面的な協力協定にしていくことが重要である。環境協力のこれからの実施においては、

こうした経済協定の動向にも十分な注意を払うべきである。 

 

(3) 援助供給システムの整備と環境協力のインパクト 

 
以上の新たな環境協力の方向性を実現していくためには、日本の援助供給システムを大胆

に改革していくことが必要である。 

日本の従来の環境協力は、その協力に要する専門的知識や人材の多くを、環境省をはじめ

とする中央省庁や地方公共団体に依存してきた。ところが、昨今の行政財政改革の進展によ

り、環境省から新たな人材を派遣することは困難となっているし、国際協力に関する専門的

知見も十分ではない。こうした状況は地方公共団体においても同様である。 

また、途上国における今後の社会的環境管理能力の形成を考えたとき、政府・行政の人材

のみでは不十分であり、広く企業・市民における専門的知識の活用や人材の発掘・育成を図



第 4章  

 95

ることが重要である。そのためにも、一定の経験を経た社会人の再教育も含めた国際協力系・

環境系大学院におけるこうした高度専門職業人の育成を、行政、企業、NGO等とも共同して

実施していくことを考えるべきであろう。また、国際開発学会をはじめとする関係学会にお

いてもこうした人材養成に関する積極的な提言活動などの一層の努力が必要である。 

 

 

 

                                                      

注記 

 
 
1  16名は、環保センター内研究関係部署である環境情報センター、環境経済政策研究セン
ター、環境分析測定センター、標準物質センターに所属し、これら 4部署の職員 78名のうち
21％を占める（現地調査時取得資料より）。 
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